
国は、公共施設等の老朽化問題に「インフ
ラの老朽化が急速に進展する中、『新しく
造ること』から『賢く使うこと』への重点
化が課題である。」と挙げています。 

志摩市は合併後、市の発展のため、市民の
皆さまの身近にある学校を始めとした公共
施設について、新しい市の形に適した機能
および規模へ見直しを図ってきました。 

1. 計画の背景 

志摩市における公共施設の状況 

志摩市では、これらの経緯を踏まえ、より効率・効果的な維持管理、更新を実施するために、
公共施設の現状と課題を調査・分析し、公共施設等の総合的な管理の基本方針として「志摩
市公共施設等総合管理計画」を定めることにしました。 

志摩市公共施設等総合管理計画 

国の動き 
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志摩市公共施設等総合管理計画の概要 
公共施設を賢く長く使っていくために 
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学校教育系施設 市民文化系施設
社会教育系施設 スポーツ・レクリエーション系施設
産業系施設 供給処理施設
子育て支援施設 保健・福祉施設

延床面積（㎡）

阿児アリーナ、鵜方小学校、

浜島Ｂ＆Ｇ海洋センター

浜島支所

越賀小学校

地域福祉センター「ゆうゆう苑」・地

域福祉センター「さくら苑」

甲賀保育所・文岡中学校

神明小学校

国府小学校

浜島中学校・東海中学校

悠久苑・大王幼保園・

迫間文化会館

市役所本庁舎

鵜方幼稚園・

大王健康管理センター

(いきいき館水仙)・

阿児健康福祉センター

「サンライフあご」
うらじろ団地

的矢小学校

磯部小学校

大王中学校

磯部健康福祉セン

ター「かがやき」

越賀多目的集会所・磯部中学校

和具小学校・あすなろ住宅

旧耐震基準 新耐震基準
昭和56年

建築基準法改正

（耐震基準の変更）

志摩B&G

海洋センター

建築年度

※：図中の施設名は

代表的な施設のみ表示

2. 公共施設等の現況 

昭和50年ごろから平成
10年までの期間で集中
的に整備されており、こ
の期間で全体の6割を占
めています。 

整備状況 

今後、集中的に整備した
公共施設が老朽化し、建
替えなどの更新が集中す
ることが予測されます。 

更新の集中 
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３. 人口 

人口の推移 

将来人口の予測 

合併以後、53,592人
（H27.4時点）まで減少しま
した。 

人口の推移 

平成57年度には3万960人ま
で減少する予測となっています。 

将来人口の予測 

平成５７年度には、全人口の半
数が65歳以上、3人に1人は
75歳以上となる予測となって
います。 

人口構成予測 
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４. 財政 

歳入 

歳出 

自主財源である市税は減少傾向にあり、
依存財源は、増加傾向です。 

歳入 

今後、市税などの税収は、生産年齢人
口の減少に伴い、更に減少していく見
込みです。 

歳入の見通し 

扶助費（社会保障費）は増加傾向です。 

歳出 

今後、少子高齢化により、社会保障費
が増加する見込みです。 

歳出の見通し 
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道路 橋りょう 建築物 平均更新費用

（百万円）
平均更新費用（推計値）

約31億6,200万円

約11億6,200万円

不足

普通建設事業費（計画値）

年間平均20億円

5. 公共施設等の更新費用推計 

公共施設 
更新費用推計 

更新の集中 

今後30年間の年間平均更新費用は、約31億5,800万円と予測され年間約11億6,200万円
の不足額が発生することが想定されます。 
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6. 公共施設等の管理に関する基本方針 

平成28年度から 
平成57年度までの30年間 

計画期間 

公共施設の更新費用不足 

課題 

急速な人口減少と高齢化 厳しい財政状況 

公共施設マネジメントの専門部署
設置と「跡地、施設等利活用検討
プロジェクトチーム」との情報共
有を図り、施設の総合管理をおこ
なうための管理体制とします。 

全庁的な取組体制 

公共施設が老朽化していく中で、安全かつ快適に利用
できることを確保します。 

安全・安心の確保 

志摩市を取り巻く環境の変化に対応し、適切な配置と
必要な規模を確保します。 

適切な配置と規模 

長寿命化計画や点検および診断の計画的な実施を推進
し、安全・安心の確保を確実に実施していきます。 

長寿命化の推進 
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公共施設の総量を適正化するために、今後10年間で建築系公共施設の延床面積を２割削減 

目標の設定 



7. 公共施設等の管理に関する実施方針 

定期点検と日常点検 
実施記録の蓄積と活用 

①点検・診断の実施方針 

適切な管理 
PPP/PFＩの活用も検討 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

点検時の安全確認 
危険な場合は、修繕・改修 

③安全確保の実施方針 

災害時対応の機能強化 
避難所施設の機能確保 

④耐震化の実施方針 

計画的な予防保全 
更新費用の平準化と施設の長期使用 

⑤長寿命化の実施方針 

施設保有総量の削減 
施設と地域の特性を考慮し検討 

⑥統合や廃止の推進方針 

専門部署の設置 
公共施設マネジメントを推進 

⑦統合的かつ計画的な管理を 
 実現するための体制の構築方針 

近隣市町と広域的連携の推進 
官民連携も視野に入れ検討 

⑧広域的な連携体制の構築 

8つの方針 
目標達成のため
確実な実施 
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目標の修正 
計画の修正 

将来予測の修正 

8. むすびに 

 志摩市において、公共施設をめぐる課題は、大きなテーマとなっています。 

 今後は、施設の長寿命化を図り、『新しく造ること』から『賢く使うこと』へ方
針を転換していかなければなりません。 

 公共施設の専門部署を新規に設置し、「跡地、施設等利活用検討プロジェクト
チーム」と連携し、公共施設マネジメントを推進します。 

 課題の解決に向けて、本計画の実行、検証、改善を繰り返しながら、何より「市
民サービスの充実」を図って計画を進めていきます。 

計画の目標設定 
将来予測 

中長期的計画 

点検および診断 
維持管理、改修、更新 
長寿命化、統廃合 

計画実施状況の検証 
計画実施後の評価 

実施内容の妥当性検討 
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